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平成24年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

○ 日本の人口は近年横ばいであり、2005（H17)年をピークに人口減少局面を迎えている。2060年には
総人口が9000万人を 割り込み、高齢化率は40％近い水準になると推計されている。
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（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）
厚生労働省「人口動態統計」
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法人税
100,180
10.4％

租税及び印紙収入
500,010
52.1％

公債金
412,500
43.0％

所得税
147,900
15.4％

消費税
153,390
16.0％

その他
98,540
10.3％

特例公債
352,480
36.8％

その他収入
46,313
4.8％

４条公債
60,020
6.3％

社会保障

305,175 

31.8%

地方交付税

交付金等

161,424 

16.8%

公共事業

59,685 

6.2%文教及び

科学振興

54,421 

5.7%

防衛

48,848 

5.1%

その他

96,568 

10.1%

債務償還費

131,383 

13.7%

利払費等

101,319 

10.6%

国債費

232,702 

24.3%

平成26年度一般会計予算から見る財政の現状

【歳出】 【歳入】

一般会計
歳出総額
958,823
（100.0%）

一般会計
歳入総額
958,823
（100.0%）

（単位：億円）

将来世代の負担

食料安定供給
中小企業対策
エネルギー対策
恩給
経済協力
その他の事項経費
予備費

10,507
1,853
9,642
4,443
5,098

61,526
3,500

(1.1%)
(0.2%)
(1.0%)
(0.5%)
(0.5%)
(6.4%)
(0.4%)

相続税
酒税
たばこ税
揮発油税
石油石炭税
電源開発促進税
自動車重量税
関税
印紙収入

15,450
13,410

9,220
25,450

6,130
3,270
3,870

10,450
10,560

(1.6%)
(1.4%)
(1.0%)
(2.7%)
(0.6%)
(0.3%)
(0.4%)
(1.1%)
(1.1%)

基礎的財政収支
対象経費

726,121
75.7%
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一般会計歳出

一般会計税収

４条公債発行額

特例公債発行額

（注１）平成24年度までは決算、平成25年度は補正後予算、平成26年度は当初予算による。
（注２）公債発行額は、平成２年度は湾岸地域における平和回復活動を支援する財源を調達するための臨時特別公債、平成６～８年度は消費税率３％から５％

への引上げに先行して行った減税による租税収入の減少を補うための減税特例公債、平成23年度は東日本大震災からの復興のために実施する施策の財
源を調達するための復興債、平成24年度、25年度は基礎年金国庫負担２分の１を実現する財源を調達するための年金特例公債を除いている。

一般会計税収、歳出総額及び公債発行額
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（注１）公債残高は各年度の３月末現在額。ただし、平成25年度末は実績見込み、平成26年度末は予算に基づく見込み。
（注２）特例公債残高は、国鉄長期債務、国有林野累積債務等の一般会計承継による借換国債、臨時特別公債、減税特例公債及び年金特例公債を含む。
（注３）東日本大震災からの復興のために実施する施策に必要な財源として発行される復興債（平成23年度は一般会計において、平成24年度以降は東日本大震災復

興特別会計において負担）を公債残高に含めている（平成23年度末：10.7兆円、平成24年度末：10.3兆円、平成25年度末：9.4兆円、平成26年度末11.4兆円）。
（注４）平成26年度末の翌年度借換のための前倒債限度額を除いた見込額は755兆円程度。

公債残高の累増

一般会計税収の約１６年分に相当
（平成２６年度一般会計税収予算額：約５０兆円）

平成２６年度末公債残高

約７８０兆円 （見込み）

↓

国民１人当たり 約６１５万円
４人家族で 約２，４５９万円

※勤労者世帯の平均年間可処分所得

約５１０万円
（平均世帯人員 3.42人）

４条公債残高

特例公債残高

復興債残高
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財政収支・債務残高の国際比較

＜財政収支の国際比較（対GDP比）＞ ＜債務残高の国際比較（対GDP比）＞

（出典）OECD Economic Outlook 94 (2013年11月）
※ 数値は一般政府ベース
（注）日本の財政収支については、単年度限りの特殊要因を除いた数値
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財政赤字の問題点
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約603兆円

+約334兆円 ＋約148兆円

（＋約78兆円）

（＋約198兆円）
（＋約210兆円）

（＋約57兆円）
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平成２年度末から26年度末にかけての普通国債残高増加額 ：

歳出の増加要因 ： 税収等の減少要因 ：

平成２年度の収支差分による影響 ： ＋約68兆円

毎年度約３兆円の債務増加 × ２４年 （平成３～２６年度）
（平成２年度の財政赤字約３兆円）

その他の要因（国鉄等債務承継など） ： ＋約53兆円

地方交付税交付金等

社会保障関係費

その他歳出（除く債務償還費） その他収入

税収

公共事業関係費

部分で普通国債残高

増加額の８割を占める。

平成２年度(1990年度)を基準とした普通国債（除く復興債）の残高増加の要因分析

（注１）平成24年度までは決算、平成25年度は補正後予算、平成26年度は当初予算による。
（注２）東日本大震災からの復興のために平成23～平成27年度まで実施する政策に必要な財源として発行される復興債（平成23年度は一般会計において、平成24年度は東日本大震災復興特別会計

において負担）を公債残高からは除くとともに（平成26年度末で11.4兆円）、平成23年度歳出のうち復興債発行に係るもの（7.6兆円）を除いている。
（注３）税収のうち交付税法定率分は、歳入歳出両建てである（増減が公債残高の増加に影響しない）ため、歳出・歳入双方の増減要因から控除し、地方交付税交付金等のうちの交付税法定率分以外

の部分（地方の財源不足補てん部分等）を歳出の増加要因として計上している。 7


